
　          平成21年度12月補正予算会計別一覧表
（単位：千円）

25,781,017 △ 18,592 25,762,425

国 民 健康 保険 事業 5,507,766 △ 16,805 5,490,961

介 護 保 険 事 業 4,243,018 102,832 4,345,850

特 老 人 保 健 事 業 55,318 △ 12,770 42,548

別 後期高齢者医療事業 531,657 △ 3,059 528,598

会 簡 易 水 道 事 業 228,872 136 229,008

計 下 水 道 事 業 4,460,292 △ 54,172 4,406,120

集 落 排 水 事 業 649,800 △ 4,923 644,877

特別会計小計 16,116,238 11,239 16,127,477

合計 41,897,255 △ 7,353 41,889,902

一　般　会　計

 計補正額補正前の額 　　区　　　　　分



会計名 歳入歳出 担当課 事業名 ペ ー ジ

一般会計 歳出 総務 庁舎整備（本庁舎北側駐車場整備） 1

〃 〃 総務 J-ALERT（全国瞬時警報システム）整備 1

〃 〃 税務 還付金 2

〃 〃 税務 賦課徴収 2

〃 〃 参画 倉吉打吹太鼓２０周年記念事業費補助金 3

〃 〃 福祉 生活保護 3

〃 〃 子ども 保育所運営 4

〃 〃 子ども 公立保育施設改修事業（グリーンニューディール） 4

〃 〃 子ども 子育て応援特別手当支給事業費 5

〃 〃 農林 二十世紀梨ブランド化事業費補助金 5

〃 〃 農林 小規模零細地域営農確立促進対策事業 6

〃 〃 農林 単独災害復旧 6

〃 〃 教育 上小鴨小学校屋内運動場耐震補強事業 7

〃 〃
教育
建設
政策

元倉吉産業高校と河北中学校の財産交換等事業 8

〃 〃 学校 自ら学ぶ倉吉市学力向上推進事業 9

〃 〃 給食 ごはんを食べよう学校給食支援事業 9

〃 〃 政策 中部地域公共交通協議会負担金 10

〃 〃 選挙 市長選挙費 10

国保会計 歳入歳出 医療 全体 11

平 成 21 年 度 12 月 補 正 予 算
主 な 事 業 一 覧 表



会計
歳入歳出 金額

款 2 13 1,200 1,200
項 1 15 13,800 13,800
目 6

国庫 県 地方債 その他 一般財源
15,000

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 9

項 1

目 5

国庫 県 地方債 その他 一般財源

6,470 0

施策 基本事業

設計監理委託料1,200千円、整備工事費13,800千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

本庁舎北側通路周辺を整備することで、来庁者用駐車スペースを確保するとともに、車両のす
れ違いを可能とする。

総合計画との連動 効果的効率的な行政体制の確立 市民ニーズに対応した行政サービスの提供

17 0 15,000
事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）
補正前 補正額

予
算
科
目

一般

工事請負費 整備工事
財産管理費

節
説明

歳出 区分

補正前 補正額

担当課 総務課
事業名 庁舎整備（本庁舎北側駐車場整備）

総務費 委託料 設計監理委託料
総務管理費

補正額の財源内訳　(単位：千円）

Ｊ－ＡＬＥＲＴ（全国瞬時警
報システム）整備委託料 6,470委託料13 6,470

区分歳出
説明

節

予
算
科
目

消防費

消防費

災害対策費

一般

担当課

事業名

総務課

J-ALERT（全国瞬時警報システム）整備

0

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

34

総合計画との連動

6,470

受信機、回転灯、自動起動機ほか一式　6,470千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

県支出金（間接補助）
防災情報通信設備整備事業費補助金　補助率10/10　6,470千円

歳出積算根拠（金額）

災害に強いまちづくりの推進 消防防災施設・設備等の整備

平成21年度国の１次補正関係。
本事業は、緊急地震速報、弾道ミサイル情報等、対処に時間的余裕のない事態に関する緊急情
報を住民に瞬時に伝達するため、新設される防災情報通信設備整備事業交付金により、全額国
費で整備するものです。

歳出積算根拠（金額）

予算説明書
（ページ）

金額

1



会計
歳入歳出 金額

款 2 23 41,000 41,000
項 1
目 11

国庫 県 地方債 その他 一般財源
△ 300 41,300

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 2 13 5,722 7,350

項 2 △ 1,628

目 2

国庫 県 地方債 その他 一般財源

9,670 △ 3,948

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）
決算見込額の内訳：申告等による賦課額減に伴う市税の還付　　　93,277千円
　　　　　　　　　国・県補助金の額の確定に伴う補助金の返還　31,723千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など
県民税徴収事務費負担金充当額
決算見込額1,200千円－現計予算額1,500千円＝△300千円

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など
・前年度に中間納付された額が、確定申告による確定額を上回っていることによる歳出還付で、９
月補正後も予想を上回る還付金額となったため。
・国県補助金の額の確定等により補助金返還金が予算額を上回ったため。
◆対象：納税者、国・県の機関

総合計画との連動 財政の健全性の確保 歳入の確保

予
算
科
目

一般

18 84,000 41,000

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）
補正前 補正額

諸費

説明
歳出 区分

担当課 税務課
事業名 還付金

総務費 償還金利子及び割引料 還付金
総務管理費

節

予
算
科
目

一般

18 58,108 5,722

予算説明書
（ページ）

金額

節

徴税費

説明
歳出 区分

総務費 委託料 電算システム改修委託料

担当課 税務課

事業名 賦課徴収

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

地方税電子申告システム導入委託料

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

賦課徴収費

　住宅借入金等特別税額控除の取扱が改正（平成21年３月31日改正。適用：平成22年度から）さ
れ、住宅ローン控除対象者が平成21年から平成25年までに入居した者も対象となったため、給与支
払報告書等の様式変更（様式変更：平成21年９月２日付）があり、それに伴い電算システムの改修
が必要となったため。

総合計画との連動 財政の健全性の確保 歳入の確保
歳出積算根拠（金額）
電算システム（トパーズ：税総合オンラインパッケージ　Total Online PAckage of Zei ）改修費
7,350千円　＜住宅ローン減税＞

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など
県民税徴収事務費負担金充当額
決算見込額58,410千円－現計予算額48,740千円＝9,670千円

2



会計
歳入歳出 金額

款 2
項 1
目 7

国庫 県 地方債 その他 一般財源
650

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 3 20 58,748 15,245

項 3 43,503

目 2

国庫 県 地方債 その他 一般財源
19,809 38,939

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）
事業費（見込み）3,821千円－特定財源3,171千円＝650千円
　事業費…会場使用料、広報宣伝用印刷製本費、特別ゲスト出演委託料ほか
　特定財源…広告料・協賛券収入等2,821千円、中部ふるさと広域連合支援金350千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

“太鼓の響きでまちづくりを”を合言葉に、倉吉打吹太鼓が創設されて今年で２０周年を迎えた
ことを記念しての公演を開催。本公演は、市内の幅広い団体等により構成される実行委員会を主
催者とし、創設時からの指導者で、日本の和太鼓奏者の第１人者である林　英哲氏をゲストに迎
え、倉吉打吹太鼓の日頃の活動成果と新曲の披露を行うことにより、県内外の人々に和太鼓の魅
力と本市のまちづくりへの活力を伝える機会とするため、開催経費の支援を行う。

総合計画との連動 地域の伝統文化の継承 保存活動への支援

17 0 650
事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）
補正前 補正額

予
算
科
目

一般

倉吉打吹太鼓２０周
年記念事業費補助金

650
総務管理費
企画費

総務費
19 負担金補助及び交付金 650

節
説明

歳出 区分

担当課 市民参画課
事業名 倉吉打吹太鼓２０周年記念事業費補助金

歳出積算根拠（金額）
住宅扶助費：決算見込額105,245千円－現計予算額90,000千円＝15,245千円
生活扶助費：決算見込額312,703千円－現計予算額269,200千円＝43,503千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など
国庫負担金(3/4)　　過年度(20年度)精算額 17,461千円
　　　　　　　　　 母子加算分（比例配分） 2,348千円

 H21.9末　482世帯　656人　　住宅扶助430人　生活扶助576人
・H21.12から母子加算の復活による。(生活扶助費に含む)

　45世帯見込：＠21,630円×45世帯≒1,000千円/月　　1,000千円/月×４月＝4,000千円

総合計画との連動 生活困窮者の自立支援 適正な支給

27 908,245 58,748
事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

・保護世帯人員の増による住宅扶助費、生活扶助費の増加によるもの。
 H21.4末　458世帯　620人　　住宅扶助393人　生活扶助546人

説明
区分

節一般

歳出

民生費

生活保護費

扶助費

予
算
科
目

扶助費 住宅扶助費

担当課

事業名

福祉課

生活保護

生活扶助費

3



会計
歳入歳出 金額

款 3 7 13,446 13,446
項 2 9 51 51
目 2 11 1,358 1,358

13 54,490 54,490

国庫 県 地方債 その他 一般財源
29,731 15,608 3,332 20,674

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 3 15 20,000 20,000

項 2

目 2

国庫 県 地方債 その他 一般財源

20,000 0

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）
●保育所運営委託料：52,464千円
　10月以降入所者見込：乳児：676人、1～2歳児：2,219人、3歳児：1,374人、4歳以上児：2,580人、計6,849人、
　決算見込額980,641千円－現計予算額928,177千円＝52,464千円
●その他の委託料：2,026千円
●事務賃金：13,446千円
　決算見込額188,670千円－現計予算額175,224千円＝13,446千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など
●国庫支出金：29,731千円（保育所運営費負担金29,731千円）
●県支出金：15,608千円（保育所運営費負担金14,865千円、産休等代替職員費補助金720千円、
保育対策等促進事業費補助金525千円、保育サービス多様化促進事業費補助金△502千円）
●その他：3,332千円（保育所職員共食費3,332千円）

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など
私立保育所と保育業務の委託契約を締結し、国の定める保育単価により委託料を支払う。
また、今後保育所入所児童の乳幼児の増加と国の保育単価の改正を見込み増額補正を行う。
事務賃金は保育所への中途入所者の増加と乳幼児の入所が多く、職員の配置基準を満たすため
保育士の増加による賃金増額のため。

総合計画との連動 子育て支援の充実 仕事と家庭（子育て）の両立支援

予
算
科
目

一般

25 1,350,139 69,345

予算説明書
（ページ）

金額

節

児童福祉費 旅費
事務賃金

補正額の財源内訳　(単位：千円）
補正前 補正額

保育所費 需用費 賄材料費
委託料 保育所運営委託料ほか

普通旅費

担当課 子ども家庭課
事業名 保育所運営

説明
歳出 区分

民生費 賃金

説明

整備工事

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

25 0 20,000

補正額の財源内訳　(単位：千円）

区分

節

工事請負費

一般

歳出

担当課

事業名

子ども家庭課

公立保育施設改修事業（グリーンニューディール）

予
算
科
目

民生費

児童福祉費

保育所費

予算説明書
（ページ）

金額

補正前 補正額

地域グリーンニューディール基金により10/10の補助

総合計画との連動 子育て支援の充実 子育てを支援する環境の整備

平成21年度国の１次補正予算関係。市の率先した取組として、全保育所の照明器具（一般蛍光
灯）をＬＥＤ式蛍光灯型照明装置へ切り替えることで、省エネルギー化を推進し自然エネルギー
の活用と地球温暖化防止に向け取り組む事業
・保育所蛍光灯のLED化（11箇所）　一式

歳出積算根拠（金額）

・保育所蛍光灯のLED化　一式　20,000千円
　　28千円×LED715本（全保育園11園）≒ 20,000千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

4



会計
歳入歳出 金額

款 3 3 △ 400 △ 400
項 2 4 △ 116 △ 116
目 7 7 △ 862 △ 862

11 △ 174 △ 174
12 △ 317 △ 317
13 △ 10 △ 10
14 △ 96 △ 96

19 △ 47,520 △ 47,520

国庫 県 地方債 その他 一般財源
△ 49,495 0

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 6 19 4,666 4,666

項 1

目 3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

2,507 2,159

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）
決算見込額0千円－現計予算額49,495千円＝△49,495千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など
決算見込額0千円－現計予算額49,495千円＝△49,495千円

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など
●国において執行停止が決定されたことに伴う減額措置。
【現計予算の内容】
小学校就学前３年間の子に対して、子一人につき36千円を支給する。
◆支給対象となる子
　平成21年度において小学校就学前3年間に属する子、すなわち、平成15年4月2日から平成18年4月1日までの間の生
まれ（平成21年3月末において3～5歳の子）の子ども
◆支給額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆支給先
　支給対象となる子ども一人あたり36千円（１回払い）　　　　　支給対象となる子の属する世帯の世帯主

総合計画との連動 子育て支援の充実 子育てを支援する環境の整備

予
算
科
目

一般

26 49,495 △ 49,495

予算説明書
（ページ）

金額

子育て応援特別手当支給事業費

節

児童福祉費

委託料 データ出力業務委託料

補正額の財源内訳　(単位：千円）
補正前 補正額

使用料及び賃借料 機械借上料
負担金補助及び交付金 子育て応援特別手当

需用費 消耗品費、印刷製本費

役務費 通信運搬費

賃金 事務賃金
共済費 社会保険料

担当課 子ども家庭課
事業名 子育て応援特別手当支給事業費

説明
歳出 区分

民生費 職員手当等 時間外勤務手当

補正額

【奨励金交付制度】
鳥取県梨産業活性化ビジョンの達成に向け、８月下旬に市場出荷される量を削減し９月中下旬の味がのっ
た旬の二十世紀梨へと移行と完熟梨の取り組みを実施するＪＡ鳥取中央倉吉梨生産部に対し、移行した出
荷量と完熟梨出荷量に応じて１ケース（１０㎏）当たり５００円の奨励金を交付する。
【販売促進対策】
旬な時期に出荷される二十世紀梨の「おいしさ」を理解してもらうため、市場関係者及び消費者に対する
ＪＡ鳥取中央のＰＲ活動に１／２の補助金を交付する。
【生産組織内推進対策】
梨ビジョン推進に係る検討会等を開催し、生産・販売計画を策定するＪＡ鳥取中央の活動に対し、１／２
の補助金を交付する。

30 0 4,666

・奨励金交付制度　（7,309千円＋175千円）×86.5％×1/3＝2,157千円
・販売促進対策 　　　　 500千円×1/2＝250千円
・生産組織内推進対策 　 200千円×1/2＝100千円

補正前

総合計画との連動 農業の振興 農家の経営改善

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

農業振興費

補正額の財源内訳　(単位：千円）予算説明書
（ページ）

金額

予
算
科
目

農林水産業費

一般

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

歳出積算根拠（金額）

担当課
事業名

農林課
二十世紀梨ブランド化事業費補助金

・奨励金交付制度(負担割合：県1/3 市1/3　事業主体1/3）
　①移行梨14,618ケース（倉吉選果場の総量）×500円＝7,309千円
　②完熟梨　 350ケース（倉吉選果場の総量）×500円＝　175千円
(7,309千円＋175千円)×86.5％(倉吉選果場の倉吉市・三朝町の出荷量割合)×2/3＝4,316千円
・販売促進対策（負担割合：県1/2　事業主体1/2）  500千円×1/2＝250千円
・生産組織内推進対策（負担割合：県1/2 事業主体1/2）200千円×1/2＝100千円

歳出

農業費

説明
区分

節

二十世紀梨ブランド化事業費補助金負担金補助金及び交付金

5



会計
歳入歳出 金額

款 6 15 945 945
項 1
目 9

国庫 県 地方債 その他 一般財源
945

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 11 15 1,649 1,649

項 1

目 2

国庫 県 地方債 その他 一般財源

163 1,486

施策 基本事業

歳出積算根拠（金額）
横谷共同作業所防塵修繕工事一式　　945千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

　農林業地域改善対策事業で整備された横谷共同作業所では、籾乾燥作業を共同作業所内の乾
燥機で実施しているが、乾燥機から出る塵が集落内の家屋・道路に飛来している状況であるこ
とから、作業所に集塵スペースを設けて防塵対策を施す。

総合計画との連動 農業の振興 農家の経営改善

30 6,582 945
事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）
補正前 補正額

農業費
同和対策事業費

区分
農林水産業費 工事請負費 整備工事

　○農地及び農業用施設災害復旧事業費分担金（災害復旧事業－単市－農地被害激甚）
　　・農地災害復旧工事　630千円 × 26/100 ≒ 163千円

担当課 農林課
事業名 小規模零細地域営農確立促進対策事業

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出

計画的な農業基盤の維持管理
歳出積算根拠（金額）
　○災害復旧工事費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計1,649千円
　　・市管理林道災害復旧工事　4件（負担割合　市100/100）　　　　　　　412千円
　　・農地災害復旧工事　　　　2件（負担割合　市 74/100、地元26/100）　630千円
　　・農業用施設災害復旧　　　1件（負担割合　市100/100）　　　　　　　607千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予
算
科
目

一般 節

39 1,000 1,649

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

災害復旧費
農林水産業施設災害復旧費

担当課 農林課

事業名 単独災害復旧

歳出 区分
説明

工事請負費 災害復旧工事

　○台風第18号の豪雨等により被災した農地及び農業用施設等の復旧を図り、被災農家の安定的な農業
　　生産活動の回復に資する。
　○災害復旧内容
　　・市管理林道災害復旧（富海、松河原、今西、山口）　　　　4件
　　・農地災害復旧（栗尾、堀）　　　　　　　　　　　　　　　2件
　　・農業用施設災害復旧（上福田「フルーピア第２団地」）　　1件

総合計画との連動 農業地域の整備

農林水産業施設単独災害復旧費

補正前 補正額
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会計

歳入歳出 金額

款 10 13 △ 4,155 △ 4,155

項 2

目 3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

△ 3,900 △ 255

施策 基本事業

上小鴨小学校屋内運動場耐震補強工事実施設計業務委託料
　決算見込額0千円－現計予算額4,155千円＝△4,155千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など
合併特例事業債
　決算見込額0千円－現計予算額3,900千円＝△3,900千円

総合計画との連動 義務教育の充実 教育環境の整備
歳出積算根拠（金額）

小学校費

歳出 区分
説明

学校建設費

事業名 上小鴨小学校屋内運動場耐震補強事業

担当課 教育総務課

補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

委託料 設計業務委託料教育費

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

　上小鴨小学校屋内運動場については、耐震診断を実施した結果、大規模な地震で倒壊する危
険性が高いことが判明し、平成22年度に耐震補強工事を実施するよう実施設計業務委託料を予
算化していた。
　しかし、地元から改築を求める陳情が署名を添えて提出され、９月議会において採択された
ため、今後改築に向けて財源も含めた検討を行うこととし、耐震補強工事の実施設計業務委託
料を減額する。

予
算
科
目

一般 節

35 4,155 △ 4,155

予算説明書
（ページ）

金額
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金額

8 13 2,691 2,691

2

2

10 17 6,311 6,311

3

3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

6,000 3,002

施策 基本事業

●財産交換等の係る財産交換差金 （単位：円）

●交換財産に係る追加財産の整備（倉吉東高横ｸﾞﾘｰﾝﾍﾞﾙﾄ整地業務）
倉吉東高西側グリーンベルト樹木伐採・伐根・整地業務委託

●財産交換等契約に係る建物等解体撤去工事及び当該解体撤去工事に係る精算金
【債務負担行為設定】

・不要建物(単独分)解体撤去に係る工事請負費
・不要建物(単独分)解体撤去に係る工事残金の精算

553,298,351546,988,165

・期間：平成22年度から土地建物等交換及び建物等譲与並びに無償貸付契約に定められた倉吉
        市の債務が終了する年度まで

財産の差額区　　分

2,691千円

合計

追加交換財産

△ 8,977,000

　解体費相当額の内容：交換方針により、解体費相当額は、所有者が解体すべき建物の解体費相当額を
自己所有財産の評価額から相殺しており、建物の所有権移転後（県は無償貸付後）に受領者側がその解
体費相当額において解体撤去工事を行うこととしている。
　また、実際の工事額が、解体費相当額を超過しても、相手方に追加支払いすることはせず、逆に工事
費が解体費相当額を下回った場合には、相手方に精算するものとしている。

倉吉産業高校

鳥　取　県

河北中学校

倉　吉　市

建
物

計

解体費相当額

建物評価(単独)

学校用地

目

△ 149,581,196

△ 5,896,5671,302,588

455,620,218 605,201,414

7,199,155

教育費

99,042,359

△ 7,674,412

項

款

目

予算説明書
（ページ）

金額 補正の財源内訳　(単位：千円）

54,100,588

48,204,021

補正前 補正額

【概要】元倉吉産業高校と河北中学校の財産交換等については、河北中学校の校舎等の老朽化やグ
ラウンドが狭隘であること等の理由から高等学校再編に併せて県との財産交換による河北中学校の
移転を平成14年から要望していたもので、平成24年度中の河北中学校の移転完了に向けて平成21年
度中に交換契約の締結を行うため、県・市で協議を重ね、交換物件等の確定、評価作業を行い、交
換条件等が確定し協議が整ったため、関係する経費を予算化するもの。
【対象】鳥取県、河北中学校
【意図】河北中学校の移転、教育環境の充実

歳出積算根拠（金額）

事業の概要、対象、意図など

32,36 0 9,002

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

合併特例債
6,311千円×95％≒6,000千円（十万円単位で整理）

総合計画との連動 義務教育の充実 教育環境の整備

95,066,989

△ 6,310,186

△ 63,077,588

△ 55,878,433

3,975,370

中学校費

道路維持等業務委託料

学校建設費

公有財産購入費 土地購入費

予
算
科
目

土木費

道路橋梁費

委託料

歳入歳出

会計 一般

歳出

款

項

担当課

事業名

教育総務課・建設課・総合政策室

元倉吉産業高校と河北中学校の財産交換等事業

説明

道路維持費

区分

節
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会計

歳入歳出 金額

款 10 11 2,000 2,000

項 1

目 2

国庫 県 地方債 その他 一般財源

2,000

施策 基本事業

会計

歳入歳出 金額

款 10

項 5

目 3

国庫 県 地方債 その他 一般財源

1,304

施策 基本事業

説明

教育費
19 負担金補助及び交付金 1,304

ごはんを食べよう学校
給食支援事業費補助金

一般 節

説明

消耗品費

事業の概要、対象、意図など

35 0 2,000

左の財源内訳　(単位：千円）

区分

節

需用費

一般

歳出

担当課

事業名

学校教育課

自ら学ぶ倉吉市学力向上推進事業

予
算
科
目

教育費

教育総務費

事務局費

予算説明書
（ページ）

金額

補正前 補正額

予
算
科
目

総合計画との連動 義務教育の充実 確かな学力の定着

事業名 ごはんを食べよう学校給食支援事業

保健体育費

歳出 区分

市初等教育研究会、市中学校教育振興会の協力を得て教材（国語、算数･数学ドリル）を作成
し、市教育委員会が取りまとめ学校や地区公民館等に配布し、教科指導や家庭学習等で活用す
ることによって基礎的な学力を身につけさせる。
地区別「教育を考える会」を開催し児童生徒の課題等を共有し家庭学習の充実や基本的生活習
慣の定着等について話合いを行う。

歳出積算根拠（金額）

担当課 学校給食センター

●小中学校分：1,740千円
　コピー用紙、インク、マスターロールほか

●地区別「教育を考える会」実行委員会分：260千円
　コピー用紙、インク、トナー

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など
とっとり学力向上支援プロジェクト交付金　2,000千円（補助率10/10）

39 0 1,304

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

1,304

学校給食センター費

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

平成２１年度から米飯給食を４回／週とし（平成２０年度は米飯給食３回／週）この米飯給食
の回数増に伴う米飯と小麦粉パンの差額を、鳥取県・ＪＡ全農・倉吉市の３者が連携しＪＡ鳥
取中央会に補助するものです。

歳出積算根拠（金額）

対象経費3,912千円×1/3＝1,304千円
　対象経費の内訳：小学校2,555千円、中学校1,357千円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

総合計画との連動 義務教育の充実 教育環境の整備
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会計

歳入歳出 金額

款 2 19 105 105

項 1

目 10

国庫 県 地方債 その他 一般財源

105

施策 基本事業

会計
歳入歳出 金額

款 2 1 2,338 2,338
項 4 3 8,507 7,607
目 5 900

4 271 271
7 賃金 3,312 3,312
8 報償費 1,350 1,350
9 旅費 2 2
11 需用費 1,977 752

62
83

1,080
12 2,531 1,332

1,192
7

13 △ 2,263 48
△ 2,611

300
14 369 159

180
30

19 3,058 3,058

国庫 県 地方債 その他 一般財源
21,452

施策 基本事業
歳出積算根拠（金額）
立候補者5人で積算
歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

市長退職にともない平成21年11月1日に市長選挙が執行されたが、公職選挙法（昭和25年法律第
100号）第259条の2の規定により、市長の任期は平成22年4月10日となるため、再度市長選挙を執
行するものです。
総合計画との連動 市民参加によるまちづくりの推進 市民参画協働の仕組みづくり

19 30,755 21,452
事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）
補正前 補正額

器具借上料
負担金補助及び交付金 候補者公営交付金

使用料及び賃借料 会場借上料
自動車借上料

ポスター掲示場設置管理等委託料

選挙公報配布業務委託料

筆耕翻訳料
委託料 警備委託料

役務費 通信運搬費
手数料

食糧費
印刷製本費

消耗品費
燃料費

報償金
費用弁償

共済費 社会保険料
事務賃金

職員手当等 特殊勤務手当
市長選挙費 時間外及び休日勤務手当

予
算
科
目

一般 節
説明

歳出 区分
総務費 報酬 投票管理者ほか
選挙費

担当課 選挙管理委員会事務局
事業名 市長選挙費

説明

中部地域公共交通協議会負担金

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

18 0 105

補正額の財源内訳　(単位：千円）

区分

節

負担金補助及び交付金

一般

歳出

担当課

事業名

総合政策室

中部地域公共交通協議会負担金

補正前 補正額

予
算
科
目

総務費

総務管理費

交通対策費

予算説明書
（ページ）

金額

　定住自立圏構想に係る1市4町の公共交通の見直しにおいて、「地域公共交通の活性化及び
再生に関する法律」に基づいた地域公共交通総合連携計画の策定を行うために設置する協議会の
経費。

歳出積算根拠（金額）

報酬2,000円×20人×2回＝ 80,000円
旅費（事務局）1,100円×2人×2日＝ 4,400円
　　（学識）JR1,900円×2回＋バス440円×2回＝ 4,680円
備品購入費(公印）15,750円　　　　　　合計104,830円

歳入積算根拠（特定財源）　補助対象経費、補助率など

総合計画との連動 公共交通ネットワークの充実 生活路線バスの維持確保
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会計

歳入歳出 金額

款

項

目

国庫 県 地方債 その他 一般財源

△ 3,479 △ 2,784 △ 10,542 0

会計

歳入歳出 金額

款

項

目

国庫 県 地方債 その他 一般財源

△ 3,479 △ 2,784 △ 10,542 0

・高額医療費共同事業拠出金、保険財政共同安定化事業拠出金について、国保連の決算見込を基
に算定。

・総務管理費、医療費適正化特別対策事業、賦課徴収費、収納率向上特別対策事業、審査支払手
数料、一般被保険者高額介護合算療養費、退職被保険者等高額介護合算療養費、一般被保険者移
送費、退職被保険者等移送費、老人保健医療費拠出金、介護納付金、前期高齢者納付金、人間
ドック事業、脳ドック事業、生きがい健康づくり事業、財政調整基金積立金、高額療養費特別支
給金及び予備費については決算を見込んだ額を計上。

・特定健康診査等事業について、受診者2,121人を見込んで算定。

56 5,507,766

・療養給付費、療養費、高額療養費について、対前年度の１ヶ月平均と比した伸び率を基に算
定。

△ 16,805

事業の概要(補正の理由）、対象、意図など

予
算
科
目

国保 節

予算説明書
（ページ）

金額 補正額の財源内訳　(単位：千円）

補正前 補正額

歳出 区分

医療保険課

補正前

節
説明

・一般被保険者に係る療養給付費、老人医療費拠出金、介護納付金、後期高齢者支援金、療養給
付費交付金、前期高齢者交付金、一般会計繰入金の決算見込を基に、国庫負担金である療養給付
費等負担金、国庫補助金である財政調整交付金、県補助金である財政調整交付金を算定。

・退職被保険者に係る療養給付費、保険料収入等の決算見込を基に、社会保険診療報酬支払基金
交付金である療養給付費交付金を算定。

・その他、決算見込額を基に補正額を算定。

担当課

事業名

医療保険課

国民健康保険事業

予
算
科
目

国保

説明

歳入 区分

予算説明書
（ページ）

担当課

補正額

事業名 国民健康保険事業

・国保連合会の決算見込を基に、高額医療費共同事業交付金、保険財政共同安定化事業交付金を
算定。

・高額医療共同事業交付金の歳入決算見込を基に、歳出である高額共同事業拠出金を算出し、当
該拠出金に応じて国・県が負担する高額医療費共同事業負担金を算出。

・特定健康診査等に係る歳出決算見込を基に、国・県が負担する特定健康診査等負担金を算出。
・平成21年10月20日時点における、平成21年４月１日基準日に係る保険料軽減額に応じて一般会
計が法定負担する保険基盤安定繰入金、保険者支援繰入金を算定。

事業の概要（補正の理由）、対象、意図など

54 5,507,766 △ 16,805

補正額の財源内訳　(単位：千円）金額
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基金の内訳

（単位：千円）

20年度末 21年度 21年度 21年度末

区　　　分

決算額 積立見込額 取崩見込額 見込額

A Ｂ C A+B-C

文 化 基 金 4,452 216 4,668

博 物 館 資 料 整 備 基 金 1,372 1,013 2,385

緑 を 守 り 育 て る 基 金 15,052 264 987 14,329

職 員 退 職 手 当 基 金 450,664 1,121 150,000 301,785

公 共 施 設 等 建 設 基 金 86,613 188 86,801

教 育 振 興 基 金 151,482 328 205 151,605

ふ る さ と 農 村 活 性 化 基 金 17,804 54 17,858

集 落 排 水 事 業 推 進 基 金 551,250 8,498 43,977 515,771

若 者 の 定 住 化 促 進 基 金 1,370,276 3,267 2,967 1,370,576

遥かなまち倉吉ふるさと基金 1,527 6,663 8,190

定 住 自 立 圏 構 想 推 進 基 金 93,371 374 93,745

湯 の 関 振 興 基 金 0 12,242 12,242

財 政 調 整 基 金 488,660 1,107 183,759 306,008

減 債 基 金 368,130 104,811 256,952 215,989

計 3,600,653 140,146 638,847 3,101,952

12月補正分
△72

12月補正分
△127

12月補正分
△445

12月補正分
△1,144

12月補正分
△667

12月補正分
△542

12月補正分
△1,144

12月補正分
△93,777

12月補正分
△231



（単位：千円）

20年度末 21年度 21年度 21年度末

区　　　分

決算額 積立見込額 取崩見込額 見込額

A Ｂ C A+B-C

国民健康保険財政調整基金 661,000 1,561 381,561 281,000

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 155,368 652 156,020

介 護 従 事 者 処 遇 改 善 臨 時 特 例 基 金 30,768 108 20,100 10,776

簡 易 水 道 事 業 積 立 基 金 10,547 47 10,594

温 泉 配 湯 事 業 積 立 基 金 1,078 5,220 1 6,297

高 城 財 産 区 財 政 調 整 基 金 20,964 84 1,638 19,410

用 品 調 達 基 金 2,100 2,900 2,850 2,150

土 地 開 発 基 金 （ 現 金 ） 20,496 16,000 20,000 16,496

計 902,321 26,572 426,150 502,743

12月補正分
△479

12月補正分
△6,603

12月補正分
　15

12月補正分
△479




